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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第13期中 第14期中 第15期中 第13期 第14期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 46,514 62,582 53,647 104,857 122,283

経常利益（百万円） 926 1,487 1,220 1,878 2,609

中間（当期）純利益（百万円） 532 894 728 1,079 1,568

純資産額（百万円） 6,436 7,734 10,192 6,975 9,621

総資産額（百万円） 28,558 28,412 31,421 30,398 29,800

１株当たり純資産額（円） 1,054.89 1,267.56 1,498.45 1,141.73 1,412.44

１株当たり中間（当期）純利益金
額（円） 

101.40 146.54 107.04 188.61 245.01

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 22.5 27.2 32.4 22.9 32.3

営業活動によるキャッシュ・フロ
ー（百万円） 

△2,127 224 242 △4,325 △1,584

投資活動によるキャッシュ・フロ
ー（百万円） 

△3 △21 △199 6 △39

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー（百万円） 

4,907 △80 236 1,646 672

現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高（百万円） 

8,095 2,760 1,968 2,632 1,680

従業員数（人） 96 102 119 99 106



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第14期の１株当たり配当額25円は、東京証券取引所市場第一部指定記念配当５円を含んでおります。 

  

回次 第13期中 第14期中 第15期中 第13期 第14期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（百万円） 46,298 62,384 53,265 104,523 121,596

経常利益（百万円） 919 1,467 1,200 1,864 2,559

中間（当期）純利益（百万円） 526 874 712 1,067 1,524

資本金（百万円） 1,446 1,446 2,054 1,446 2,054

発行済株式総数（株） 6,102,000 6,102,000 6,802,000 6,102,000 6,802,000

純資産額（百万円） 6,440 7,715 10,129 6,975 9,578

総資産額（百万円） 28,527 27,768 31,367 30,475 29,613

１株当たり純資産額（円） 1,055.44 1,264.39 1,489.14 1,141.79 1,406.19

１株当たり中間（当期）純利益金
額（円） 

100.27 143.37 104.72 186.56 238.09

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額（円） 

－ － － － －

１株当たり中間（年間）配当額
（円） 

－ － － 20 25

自己資本比率（％） 22.6 27.8 32.3 22.9 32.3

従業員数（人） 94 99 116 97 103



２【事業の内容】 

  当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

当社及び連結子会社（以下当社グループ）の事業は、半導体及び電子部品の売買事業の単一事業であるため、事業の種類別

セグメントに基づく記載は省略しております。 

 （注）従業員数は、就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む。）であり、嘱託社員を含んでおります。 

  

(2) 提出会社の状況 

 （注）従業員数は、就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり嘱託社員を含んでお

ります。 

  

(3）労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  平成17年９月30日現在

従業員数（人）   119 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） 116 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

 (1) 業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、設備投資の回復、個人消費の増加などに見られるように景気は踊り場から脱却

しつつあります。しかしながら、原油など素材の値上がりから、本格的な回復は未だ見えて来ておりません。 

 従って、わが国半導体業界も、昨年開催されたアテネオリンピック後のデジタル家電・携帯電話の生産調整・在庫調整がこ

の第２四半期に終了したとみられるものの、これらの最終製品の価格下落が止まらず、出荷台数は伸びておりますが、金額

ベースの伸びは小さく、総じて未だ力強さに欠けております。 

 このような状況の下、当社グループは、経営戦略の一つであるＨＤＤ（ハードディスクドライブ）販売事業を当中間連結会

計期間中に立ち上げたものの、主力のメモリー半導体及び液晶パネルの需給軟化による価格下落が業績に大きく影響しまし

た。 

 この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高536億47百万円（前年同期比14.3％減）、経常利益12億20百万円（前年同期

比18.0％減）、中間純利益7億28百万円（前年同期比18.6％減）となりました。 

  

 当中間連結会計期間の品目別の業績は、次のとおりであります。 

 なお、当社グループの事業は、半導体及び電子部品の売買事業の単一事業であるため、品目別の業績を記載しております。 

（メモリー半導体） 

 主力のＤＲＡＭは、昨年後半からのデジタル家電・携帯電話の生産調整・在庫調整による需給バランスの軟化で価格下落が

止まらず、前年同期比大幅な減少となりましたが、ＦＬＡＳＨメモリーは、価格下落の影響を数量でカバーし前年同期比小幅

ながら増加いたしました。また、ＭＣＰ（マルチチップパッケージ）は、携帯電話向けが好調であったことから前年同期比大

幅に伸長しました。この結果、メモリー半導体の売上高は342億36百万円（前年同期比16.1％減）となりました。 

（システムＬＳＩ） 

 ＳＯＣ（システムオンチップ）は、中核のＡＳＩＣ（特定用途ＩＣ）が携帯電話向け大型案件により前年同期比大幅増とな

る一方でマイコンは前年同期比横這いとなりました。ＬＣＤドライバーは、大口顧客からの受注が縮小したため前年同期比ほ

ぼ半減となりました。また、金額的にはわずかながら当中間連結会計期間よりＣＭＯＳイメージセンサーの販売を開始いたし

ました。この結果、システムＬＳＩの売上高は43億６百万円（前年同期比7.9％減）となりました。 

（液晶デバイス） 

 液晶パネルは、出荷数量が増加したものの、価格下落の影響を受けて、売上高は131億54百万円（前年同期比19.6％減）とな

りました。 

（その他） 

 当中間連結会計期間中に、ＨＤＤ（ハードディスクドライブ）が新規取扱商品に加わった結果、その他の売上高は19億50百

万円（前年同期比161.3％増）となりました。 

  

 所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 日本 

 国内は、メモリー半導体・液晶デバイス（液晶パネル）の価格下落の影響により、売上高は439億22百万円（前年同期比

14.9％減）、営業利益は８億54百万円（前年同期比19.8％減）となりました。 

  

② アジア 

 アジアは、主にメモリー半導体の価格下落により、売上高は97億25百万円（前年同期比11.3％減）、営業利益は４億23百

万円（前年同期比29.0％減）となりました。 

  



(2) キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、投資有価証券の取得による支出などで、前

中間連結会計期間末に比べ７億91百万円減少（前年同期比28.7％減）し19億68百万円となりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は２億42百万円（前年同期比7.6％増）となりました。これは、主に税金等調整前中間純利益12

億22百万円、たな卸資産の増加９億75百万円、買掛金の増加４億０百万円及び法人税等の支払額４億３百万円によるものであ

ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は１億99百万円（前年同期比827.7％増）となりました。これは、主に投資有価証券の取得によ

る支出であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は２億36百万円（前年同期は80百万円の支出）となりました。これは、主に短期借入金の増加

によるものであります。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1)仕入実績 

当中間連結会計期間の仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2)販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は、次のとおりであります。 

      （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目別 
当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

  
メモリー（百万円） 33,323 83.3 

システムＬＳＩ（百万円） 3,950 90.9 

半導体小計（百万円） 37,273 84.0 

液晶デバイス（百万円） 13,408 82.8 

その他（百万円） 1,816 249.6 

合計（百万円） 52,498 85.7 

品目別 
当中間連結会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

  
メモリー（百万円） 34,236 83.9 

システムＬＳＩ（百万円） 4,306 92.1 

半導体小計（百万円） 38,543 84.8 

液晶デバイス（百万円） 13,154 80.4 

その他（百万円） 1,950 261.3 

合計（百万円） 53,647 85.7 

相手先 

前中間連結会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

富士通株式会社 17,941 28.7 11,347 21.2 

株式会社ナナオ 7,583 12.1 4,991 9.3 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

  

  



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、該当事項はありません。 

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種          類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 18,000,000 

計 18,000,000 

種   類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 6,802,000 6,802,000 東京証券取引所市場第一部 － 

計 6,802,000 6,802,000 － － 

年 月 日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 

－ 6,802,000 － 2,054 － 1,984 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を切り捨てて表示しております。 

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社トーメン 東京都千代田区丸の内３－８－１ 1,811,000 26.62 

株式会社トーメンエレクトロニ
クス 

東京都港区港南１－８－27
  

1,599,000 23.50 

日本サムスン株式会社 
  

東京都港区六本木３－１－１ 六本木テ
ィーキューブ 

832,000 12.23 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１－８－11
  

228,200 3.35 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２－11－３
  

105,800 1.55 

資産管理サービス信託銀行株式
会社（証券投資信託口） 

東京都中央区晴海１－８－12
  

73,400 1.07 

ゴールドマン・サックス・イン
ターナショナル 
（常任代理人 ゴールドマン・サ
ックス証券会社東京支店） 
  

133 FLEET STREET, LONDON EC4A 2BB, 
U.K 
（東京都港区六本木６－10－１） 
  
  

63,600 0.93 

ザ バンク オブ ニューヨー
ク ジャスディック トリーテ
ィー アカウント 
（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室） 
  

AVENUE DES ARTS 35 KUNSTLAAN,
1040 BRUSSELS, BELGIUM 
  
（東京都中央区日本橋兜町６－７） 
  
  

55,400 0.81 

カリヨン パリ オーディナリー 
アカウント 
（常任代理人 株式会社東京三菱
銀行カストディ業務部） 
  

96, BOULEVARD HAUSSMAN F-75008,
 PARIS, FRANCE 
（東京都千代田区丸の内２－７－１） 
  

55,000 0.80 

ステート ストリート バンクア
ンド トラスト カンパニー 
505030 
（常任代理人 株式会社みずほコ
ーポレート銀行兜町証券決済業
務室） 
  

 WORLD TRADE CENTER STRAWINSKYL 
AAN 1455 1077XX, AMSTERDAM, 
NETHERLAND 
（東京都中央区日本橋兜町６－７） 
  

50,000 0.73 

ノーザン トラスト（ガンジ
ー）リミテッド クライアント 
アカウント レジスタード 
（常任代理人 スタンダードチャ
ータード銀行） 
  

 50 BANK STREET CANARY WHART LONDON
E14 5NT UK 
  
（東京都千代田区永田町２－11－１） 
  

50,000 0.73 

計 － 4,923,400 72.38 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 221,900株 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 75,800株 

資産管理サービス信託銀行株式会社 73,400株 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が 300株含まれております。また、「議決権の数」

欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

    平成17年９月30日現在、該当事項はありません。 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 6,801,800 68,018 － 

単元未満株式 普通株式   200 － － 

発行済株式総数 6,802,000 － － 

総株主の議決権 － 68,018 － 

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,290 2,100 2,220 2,185 2,165 2,240 

最低（円） 1,980 1,970 2,025 2,040 2,010 2,120 



第５【経理の状況】 

  

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。以

下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、

改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中

間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

    ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成

方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正

前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

(3）当社の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載して

おりましたが、前連結会計年度の連結財務諸表及び前事業年度の財務諸表より百万円単位で記載することに変更したため、当

中間連結財務諸表及び当中間財務諸表は百万円単位で記載しております。なお、比較を容易にするため、前中間連結財務諸表

及び前中間財務諸表についても百万円単位で表示しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間（平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、

監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）            

Ⅰ 流動資産            

１．現金及び預金    2,767 1,968  1,763 

２．受取手形及び売掛金    18,305 23,760  23,910 

３．たな卸資産    6,306 3,869  2,889 

４．その他    825 1,356  1,013 

流動資産合計    28,204 99.3 30,954 98.5  29,576 99.2

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１  25 26  27 

２．無形固定資産    6 12  13 

３．投資その他の資産    182 431  190 

貸倒引当金    △7 △2  △7 

固定資産合計    207 0.7 467 1.5  224 0.8

資産合計    28,412 100.0 31,421 100.0  29,800 100.0

        

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金    2,768 3,220  2,815 

２．短期借入金 ※２  11,480 10,557  10,074 

３．未払金    5,561 5,542  5,591 

４．引当金    77 95  102 

５．その他    687 674  476 

流動負債合計    20,574 72.4 20,090 64.0  19,061 64.0

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金    － 1,000  1,000 

２．引当金    103 138  118 

固定負債合計    103 0.4 1,138 3.6  1,118 3.7

負債合計    20,678 72.8 21,229 67.6  20,179 67.7

             

（資本の部）            

Ⅰ 資本金     1,446 5.1 2,054 6.5 2,054 6.9

Ⅱ 資本剰余金     1,377 4.8 1,984 6.3 1,984 6.6

Ⅲ 利益剰余金     4,916 17.3 6,134 19.5 5,590 18.8

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

    △3 △0.0 18 0.1 △3 △0.0

Ⅴ 為替換算調整勘定     △2 △0.0 1 0.0 △3 △0.0

資本合計     7,734 27.2 10,192 32.4 9,621 32.3

負債資本合計     28,412 100.0 31,421 100.0 29,800 100.0

             



②【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    62,582 100.0 53,647 100.0  122,283 100.0

Ⅱ 売上原価    60,153 96.1 51,518 96.0  117,852 96.4

売上総利益    2,429 3.9 2,128 4.0  4,430 3.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  774 1.2 848 1.6  1,573 1.3

営業利益    1,654 2.7 1,280 2.4  2,857 2.3

Ⅳ 営業外収益       

１．受取利息   0  0 0  

２．受取配当金   0  0 0  

３．仕入割引   204  159 375  

４．その他   0 205 0.3 0 160 0.3 1 377 0.3

Ⅴ 営業外費用       

１．支払利息   112  100 206  

２．債権売却損   121  79 223  

３．為替差損   96  19 66  

４．その他   42 371 0.6 21 220 0.4 128 624 0.5

経常利益    1,487 2.4 1,220 2.3  2,609 2.1

Ⅵ 特別利益    － － 1 0.0  － －

税金等調整前中間
（当期）純利益 

   1,487 2.4 1,222 2.3  2,609 2.1

法人税、住民税及び
事業税 

  544  537 921  

法人税等調整額   48 593 1.0 △43 493 0.9 120 1,041 0.8

中間（当期）純利益    894 1.4 728 1.4  1,568 1.3

        



③【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 注記 
番号 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高    1,377 1,984  1,377

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１．増資による新株の発行   － － － － 606 606

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期
末）残高    1,377 1,984  1,984

      

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高    4,152 5,590  4,152

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１．中間（当期）純利益   894 894 728 728 1,568 1,568

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１．配当金   122 170 122 

２．役員賞与   8 130 14 184 8 130

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期
末）残高    4,916 6,134  5,590

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

  次へ 

   
前中間連結会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前中間（当期）純利益  1,487 1,222 2,609 

減価償却費  4 5 9 

貸倒引当金の増減額（減少：△）  2 △1 2 

賞与引当金の増減額（減少：△）  △1 △7 23 

退職給付引当金の増加額  6 14 15 

役員退職慰労引当金の増加額  5 5 10 

受取利息及び受取配当金  △0 △0 △0 

支払利息  112 100 206 

売上債権の増減額（増加：△）  2,933 155 △2,674 

たな卸資産の増減額（増加：△）  △1,118 △975 2,298 

買掛金の増減額（減少：△）  △810 400 △761 

未払金の減少額  △2,006 △49 △1,975 

役員賞与の支払額  △8 △14 △8 

その他  404 △112 100 

小計  1,010 743 △143 

利息及び配当金の受取額  0 0 0 

利息の支払額  △107 △98 △198 

法人税等の支払額  △677 △403 △1,243 

営業活動によるキャッシュ・フロー  224 242 △1,584 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー  

投資有価証券の取得による支出  － △197 － 

有形固定資産の取得による支出  △6 △1 △12 

無形固定資産の取得による支出  △0 － △8 

その他  △14 0 △17 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △21 △199 △39 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の増減額（減少：△）  40 406 △1,408 

長期借入れによる収入  － － 1,000 

株式の発行による収入  － － 1,201 

配当金の支払額  △121 △169 △121 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △80 236 672 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  4 9 △1 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減
少：△）  127 288 △952 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  2,632 1,680 2,632 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 ※１ 2,760 1,968 1,680 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 連結子会社の数    １社    同  左   同  左 

  上海東棉半導体有限公司     

２．持分法の適用に関する事

項 

持分法適用会社の数  －社    同  左   同  左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事

項 

 連結子会社の中間決算日は、

６月30日であります。 

中間連結財務諸表の作成に当

たっては、同中間決算日現在の

中間財務諸表を使用し、中間連

結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な

調整を行っております。 

   同  左 連結子会社の決算日は、12月

31日であります。 

連結財務諸表の作成に当たっ

ては、同決算日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っており

ます。 

４．会計処理基準に関する事

項 

      

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

   その他有価証券    その他有価証券    その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

       中間連結決算日の市場

価格等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算定)

を採用しております。 

   同  左 連結決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定)を採用して

おります。 

  ② デリバティブ ② デリバティブ ② デリバティブ 

    時価法を採用しておりま

す。 

   同  左   同  左  

  ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 

    移動平均法による原価法

を採用しております。 

   同  左   同  左 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

定率法を採用しておりま

す。 

  なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

    ３～15年 

   同  左   同  左 

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

  定額法を採用しておりま

す。 

  なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間（５年

以内）に基づく定額法を採

用しております。 

   同  左   同  左 



項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

売掛債権等の貸倒損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

     同  左      同  左 

  ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 ② 賞与引当金 

    従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額に基づき

計上しております。 

     同  左      同  左 

  ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 ③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備える

ため、当中間連結会計期間末

における退職給付債務に基づ

き計上しております。 

  なお、当中間連結会計期間

末における退職給付債務の算

定にあたっては、自己都合退

職による当中間連結会計期間

末要支給額の100％を退職給付

債務とする方法によって計上

しております。 

     同  左   従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務に基づき計

上しております。 

  なお、当連結会計年度末に

おける退職給付債務の算定に

あたっては、自己都合退職に

よる当連結会計年度末要支給

額の100％を退職給付債務とす

る方法によって計上しており

ます。 

  ④ 役員退職慰労引当金 ④ 役員退職慰労引当金 ④ 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支出に

備えるため、役員退職慰労金

規程に基づく当中間連結会計

期間末要支給額を計上してお

ります。 

     同  左   役員の退職慰労金の支出に

備えるため、役員退職慰労金

規程に基づく当連結会計年度

末要支給額を計上しておりま

す。 

(4) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換

算基準 

  外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

なお、在外子会社の資産及び

負債、収益及び費用は在外子会

社の中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額

は資本の部における為替換算調

整勘定に含めております。 

     同  左   外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

なお、在外子会社の資産及び

負債、収益及び費用は在外子会

社の決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は資

本の部における為替換算調整勘

定に含めております。 

(5) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

     同  左       同  左 



項目 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

(6) 重要なヘッジ会計の方

法 

────── ① ヘッジ会計の方法 

将来の外貨建予定取引にか

かる為替予約については、繰

延ヘッジ処理を採用しており

ます。また、金利スワップの

特例処理の要件を満たす金利

スワップ取引については、特

例処理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップの特例処理の要

件を満たす金利スワップ取引に

ついては、特例処理を採用して

おります。 

    ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段 

為替予約 

ヘッジ対象 

外貨建予定取

引 

ヘッジ手段：金利スワップ取引 

ヘッジ対象：借入金利息 

    金利スワップ 借入金利息   

    ③ ヘッジ方針 

将来の外貨建取引に係る為

替変動リスクを最小限にとど

め、適切な利益管理を行う目

的から先物為替予約を行い、

為替変動リスクをヘッジして

おります。また、借入金に係

る金利変動リスクをヘッジす

る目的でデリバティブ取引を

行っております。 

③ ヘッジ方針 

借入金に係る金利変動リスク

をヘッジする目的でデリバティ

ブ取引を行っております。 

    ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に

関する重要な条件が同一であ

り、ヘッジ開始時及びその後

も継続して、相場変動又はキ

ャッシュ・フロー変動を相殺

できるものと想定することが

できるため、ヘッジ有効性の

判定は省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利ス

ワップ取引のみであるため、有

効性の評価は省略しておりま

す。 

(7) その他中間連結財務諸

表（連結財務諸表）作成

のための基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

    同  左    同  左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

    同  左    同  左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 

  至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号 平成

15年10月31日）を適用しております。これ

による損益に与える影響はありません。 

────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

  

（中間連結損益計算書関係） 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
  

  次へ 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額         65百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額         68百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額         63百万円 

※２．当社は、資金調達の機動性確

保等を目的として、金融機関７

行とコミットメントライン設定

契約を締結しております。当中

間連結会計期間末におけるコミ

ットメントラインに係る借入未

実行残高等は、次のとおりであ

ります。 

※２．当社は、資金調達の機動性確

保等を目的として、金融機関７

行とコミットメントライン設定

契約を締結しております。当中

間連結会計期間末におけるコミ

ットメントラインに係る借入未

実行残高等は、次のとおりであ

ります。 

※２．当社は、資金調達の機動性確

保等を目的として、金融機関７

行とコミットメントライン設定

契約を締結しております。当連

結会計年度末におけるコミット

メントラインに係る借入未実行

残高等は、次のとおりでありま

す。 
  
コミットメントラインの総額 

12,000百万円

借入実行残高 800百万円

借入未実行残高 11,200百万円

  
コミットメントラインの総額 

8,000百万円

借入実行残高 －

借入未実行残高 8,000百万円

コミットメントラインの総額 

8,000百万円

借入実行残高 －

借入未実行残高 8,000百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 
  
荷造運賃 49百万円

給与手当及び賞与 248百万円

賞与引当金繰入額 77百万円

退職給付費用 21百万円

役員退職慰労引当
金繰入額 

5百万円

賃借料 79百万円

減価償却費 4百万円

  
荷造運賃 56百万円

給与手当及び賞与 265百万円

賞与引当金繰入額 95百万円

退職給付費用 29百万円

役員退職慰労引当
金繰入額 

5百万円

賃借料 89百万円

減価償却費 5百万円

荷造運賃 97百万円

給与手当及び賞与 559百万円

賞与引当金繰入額 102百万円

退職給付費用 40百万円

役員退職慰労引当
金繰入額 

10百万円

賃借料 159百万円

減価償却費 9百万円

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

  

（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在） （平成17年３月31日現在） 
  
現金及び預金勘定 2,767百万円

短期借入金(当座借
越) 

△7百万円

現金及び現金同等物 2,760百万円

 

  

現金及び預金勘定 1,968百万円

現金及び現金同等物 1,968百万円

現金及び預金勘定 1,763百万円

短期借入金(当座借
越) 

△83百万円

現金及び現金同等物 1,680百万円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
  
（百万
円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（百万
円） 

中間期
末残高
相当額 
  
（百万
円） 

有形固定資産 73 65 7 

無形固定資産 40 5 34 

合計 113 70 42 

  

  

取得価
額相当
額 
  
（百万
円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（百万
円） 

中間期
末残高
相当額 
  
（百万
円） 

有形固定資産 11 1 9 

無形固定資産 138 24 113 

合計 149 26 122 

  

取得価
額相当
額 
  
（百万
円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（百万
円） 

期末残
高相当
額 
  

（百万
円） 

有形固定資産 14 3 10 

無形固定資産 138 10 127 

合計 152 14 137 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 13百万円

１年超 29百万円

合計 43百万円

  
１年内 29百万円

１年超 94百万円

合計 123百万円

１年内 29百万円

１年超 108百万円

合計 138百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  
支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 11百万円

支払利息相当額 0百万円

  
支払リース料 17百万円

減価償却費相当額 17百万円

支払利息相当額 1百万円

支払リース料 21百万円

減価償却費相当額 20百万円

支払利息相当額 0百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

    同  左     同  左 

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

    同  左     同  左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  

１年内 1百万円

１年超 5百万円

合計 7百万円

  
１年内 2百万円

１年超 6百万円

合計 8百万円

１年内 2百万円

１年超 7百万円

合計 9百万円



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

 該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末（平成17年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

  

２．その他有価証券で時価のあるもの 

  

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 該当事項はありません。 

  

  

  次へ 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1) 株式 19 14 △5 

(2) 債券 － － － 

(3) その他 － － － 

合計 19 14 △5 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1) 株式 217 249 31 

(2) 債券 － － － 

(3) その他 － － － 

合計 217 249 31 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円） 

(1) 株式 19 14 △5 

(2) 債券 － － － 

(3) その他 － － － 

合計 19 14 △5 



（デリバティブ取引関係） 

（注）１.為替予約の時価は、先物為替相場により算定しております。 

   ２.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は記載対象から除いております。 

  

  

対象物
の種類 取引の種類 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成17年３月31日） 

契約 
額等 
(百万円) 

時価 
  

(百万円) 

評価
損益 
(百万円) 

契約
額等 
(百万円) 

時価
  

(百万円) 

評価
損益 
(百万円) 

契約
額等 
(百万円) 

時価 
  

(百万円) 

評価
損益 
(百万円) 

通貨 為替予約取引(売建) 4,063 4,115 △52 － － － 2,835 2,898 △63

        (買建) 23 23 0 19 20 0 47 48 0

合  計 4,086 4,138 △52 19 20 0 2,883 2,947 △62



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至

平成17年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）において、当社グループの事業

は、半導体及び電子部品の売買事業の単一事業であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

  

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

  

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

（注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

   ２．日本以外の区分に属する主な国又は地域の内訳は、次のとおりであります。 

       アジア・・・・中国、ホンコン、シンガポール 

  日本 
（百万円） 

アジア
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高及び営業損益      

  売上高      

  （１）外部顧客に対する売上高 51,621 10,961 62,582 － 62,582 

  （２）セグメント間の内部売上高 948 376 1,324 (1,324) － 

計 52,569 11,337 63,907 (1,324) 62,582 

  営業費用 51,504 10,741 62,245 (1,317) 60,928 

  営業利益 1,065 596 1,661 (7) 1,654 

  日本 
（百万円） 

アジア
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高及び営業損益      

  売上高      

  （１）外部顧客に対する売上高 43,922 9,725 53,647 － 53,647 

  （２）セグメント間の内部売上高 874 207 1,082 (1,082) － 

計 44,797 9,932 54,729 (1,082) 53,647 

  営業費用 43,942 9,509 53,452 (1,085) 52,367 

  営業利益 854 423 1,277 2 1,280 

  日本 
（百万円） 

アジア
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高及び営業損益      

  売上高      

  （１）外部顧客に対する売上高 102,880 19,402 122,283 － 122,283 

  （２）セグメント間の内部売上高 1,094 941 2,036 (2,036) － 

計 103,975 20,344 124,319 (2,036) 122,283 

  営業費用 102,041 19,415 121,457 (2,030) 119,426 

  営業利益 1,933 929 2,862 (5) 2,857 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日） 

  

当中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

  

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

（注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。 

   ２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は、次のとおりであります。 

      アジア・・・・中国、ホンコン、シンガポール 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 15,222 217 15,440 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 62,582 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 24.3 0.4 24.7 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 12,786 381 13,168 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 53,647 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 23.8 0.7 24.5 

  アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 28,342 371 28,713 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － 122,283 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 23.2 0.3 23.5 

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  
１株当たり純資産額 1,267円56銭

１株当たり中間純利益金額 146円54銭

 
１株当たり純資産額 1,498円45銭

１株当たり中間純利益金額 107円04銭

１株当たり純資産額 1,412円44銭

１株当たり当期純利益金額 245円01銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり中間純

利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

       同  左  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 894 728 1,568 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 14 

（うち利益処分による役員賞与金（百万円）） (－) (－) (14) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） 894 728 1,554 

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,102 6,802 6,343 



（重要な後発事象） 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

一般募集による新株の発行 ────── ────── 

平成16年11月９日開催の取締役会の決

議に基づき下記のとおり一般募集による

新株式を発行しております。なお、平成

16年11月26日に払込が完了し、この結

果、資本金は2,054百万円、発行済株式総

数は6,802,000株となっております。 

    

① 募集方法     

一般募集     

② 発行する株式の種類及び数     

普通株式 700,000株     

③ 発行価額     

１株につき1,734.58円     

④ 発行価額の総額     

1,214百万円     

⑤ 資本組入額     

１株につき868円     

⑥ 資本組入額の総額     

607百万円     

⑦ 発行価格     

１株につき1,819円     

⑧ 発行価格の総額     

1,273百万円     

⑨ 配当起算日     

平成16年10月１日     

⑩ 資本の使途     

全額運転資金     

（注）発行価額と発行価格の差額が引受

人の手取金となり、当社は引受人

に対して引受手数料を支払いませ

ん。 

    



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末

（平成17年９月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   2,441  1,932 1,635  

２．受取手形   153  558 366  

３．売掛金   18,077  23,202 23,516  

４．たな卸資産   6,035  3,837 2,830  

５．その他 ※２ 817  1,337 1,009  

流動資産合計    27,525 99.1 30,868 98.4  29,357 99.1

Ⅱ 固定資産       

１．有形固定資産 ※１ 24  25 26  

２．無形固定資産   6  9 10  

３．投資その他の資産   218  467 226  

  貸倒引当金   △7  △2 △7  

固定資産合計    242 0.9 499 1.6  255 0.9

資産合計    27,768 100.0 31,367 100.0  29,613 100.0

        

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．買掛金   2,559  3,320 2,819  

２．短期借入金 ※４ 11,068  10,469 9,928  

３．未払金   5,561  5,542 5,591  

４．引当金   77  95 102  

５．その他   683  672 473  

流動負債合計    19,949 71.8 20,099 64.1  18,916 63.9

Ⅱ 固定負債       

１．長期借入金   －  1,000 1,000  

２．引当金   103  138 118  

固定負債合計    103 0.4 1,138 3.6  1,118 3.8

負債合計    20,052 72.2 21,238 67.7  20,034 67.7

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    1,446 5.2 2,054 6.5  2,054 6.9

Ⅱ 資本剰余金       

１．資本準備金   1,377  1,984 1,984  

資本剰余金合計    1,377 5.0 1,984 6.3  1,984 6.7

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   55  55 55  

２．任意積立金   800  800 800  

３．中間（当期）未処
分利益 

  4,039  5,216 4,688  

利益剰余金合計    4,894 17.6 6,072 19.4  5,544 18.7

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   △3 △0.0 18 0.1  △3 △0.0

資本合計    7,715 27.8 10,129 32.3  9,578 32.3

負債資本合計    27,768 100.0 31,367 100.0  29,613 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

  次へ 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円）
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    62,384 100.0 53,265 100.0  121,596 100.0

Ⅱ 売上原価    59,988 96.2 51,171 96.1  117,245 96.4

売上総利益    2,396 3.8 2,094 3.9  4,351 3.6

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   763 1.2 835 1.6  1,549 1.3

営業利益    1,632 2.6 1,258 2.3  2,801 2.3

Ⅳ 営業外収益 ※１  205 0.3 160 0.3  376 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※２  370 0.6 218 0.4  618 0.5

経常利益    1,467 2.3 1,200 2.2  2,559 2.1

Ⅵ 特別利益    － － 1 0.0  － －

税引前中間（当
期）純利益 

   1,467 2.3 1,202 2.2  2,559 2.1

法人税、住民税及
び事業税 

  540  534 912  

法人税等調整額   51 592 0.9 △44 490 0.9 122 1,035 0.8

中間（当期）純利
益 

   874 1.4 712 1.3  1,524 1.3

前期繰越利益    3,164 4,504  3,164 

中間（当期）未処
分利益 

   4,039 5,216  4,688 

              



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 有価証券 (1) 有価証券 (1) 有価証券 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

   中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

同  左 

  

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用してお

ります。 

  (2) デリバティブ (2) デリバティブ (2) デリバティブ 

   時価法を採用しております。 同  左 同  左 

  (3) たな卸資産 (3) たな卸資産 (3) たな卸資産 

   移動平均法による原価法を採

用しております。 

同  左 

  

同  左 

  

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 同  左 同  左 

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

    

  
  
３～15年  

  (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間（５年以内）に基づ

く定額法を採用しております。 

同  左 同  左 

３．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金 

   売掛債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

同  左 同  左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上

しております。 

同  左 同  左 

  (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 (3) 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当中間会計期間末における

退職給付債務に基づき計上して

おります。 

 なお、当中間会計期間末にお

ける退職給付債務の算定にあた

っては、自己都合退職による当

中間会計期間末要支給額の

100％を退職給付債務とする方

法によって計上しております。 

同  左  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務に基づき計上しており

ます。 

 なお、当事業年度末における

退職給付債務の算定にあたって

は、自己都合退職による当事業

年度末要支給額の100％を退職

給付債務とする方法によって計

上しております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく当中間会計期間末要支

給額を計上しております。 

同  左  役員の退職慰労金の支出に備

えるため、役員退職慰労金規程

に基づく当事業年度末要支給額

を計上しております。 

４．外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同  左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同  左 同  左 

６．ヘッジ会計の方法 ────── ① ヘッジ会計の方法 

将来の外貨建予定取引にかか

る為替予約については、繰延ヘ

ッジ処理を採用しております。

また、金利スワップの特例処理

の要件を満たす金利スワップ取

引については、特例処理を採用

しております。 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップの特例処理の要

件を満たす金利スワップ取引に

ついては、特例処理を採用して

おります。 

    ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段 

為替予約 

ヘッジ対象 

外貨建予定取

引 

ヘッジ手段：金利スワップ取引 

ヘッジ対象：借入金利息 

    金利スワップ 借入金利息   

    ③ ヘッジ方針 

将来の外貨建取引に係る為替

変動リスクを最小限にとどめ、

適切な利益管理を行う目的から

先物為替予約を行い、為替変動

リスクをヘッジしております。

また、借入金に係る金利変動リ

スクをヘッジする目的でデリバ

ティブ取引を行っております。 

③ ヘッジ方針 

借入金に係る金利変動リスク

をヘッジする目的でデリバティ

ブ取引を行っております。 

    ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関

する重要な条件が同一であり、

ヘッジ開始時及びその後も継続

して、相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動を相殺できるも

のと想定することができるた

め、ヘッジ有効性の判定は省略

しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっている金利ス

ワップ取引のみであるため、有

効性の評価は省略しておりま

す。 

７．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜方式によっており

ます。 

同  左 同  左 

前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 

当中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

前事業年度 

（自 平成16年４月１日 



  

  

  次へ 

  至 平成16年９月30日）   至 平成17年９月30日）   至 平成17年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  
  

  次へ 

前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額         65百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額         67百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額         63百万円 

※２．消費税等の取扱い ※２．消費税等の取扱い ────── 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動資産の

「その他」に含めて表示してお

ります。 

同  左   

３．偶発債務 ────── ３．偶発債務 

債務保証   債務保証 

金融機関からの借入等に対し、

債務保証を行っております。 

  金融機関からの借入等に対し、

債務保証を行っております。 
  

保証先 
  

金額 
（百万円） 

内容 
  

上海東棉
半導体有
限公司 

388 
  
  

借入金等 
  
  

  

保証先
  

金額 
（百万円） 

内容 
  

上海東棉
半導体有
限公司 

107 
  
  

借入金等 
  
  

※４．当社は、資金調達の機動性確

保等を目的として、金融機関７

行とコミットメントライン設定

契約を締結しております。当中

間会計期間末におけるコミット

メントラインに係る借入未実行

残高等は、次のとおりでありま

す。 

※４．当社は、資金調達の機動性確

保等を目的として、金融機関７

行とコミットメントライン設定

契約を締結しております。当中

間会計期間末におけるコミット

メントラインに係る借入未実行

残高等は、次のとおりでありま

す。 

※４．当社は、資金調達の機動性確

保等を目的として、金融機関７

行とコミットメントライン設定

契約を締結しております。当事

業年度末におけるコミットメン

トラインに係る借入未実行残高

等は、次のとおりであります。 

  
コミットメントラインの総額 

12,000百万円

借入実行残高 800百万円

借入未実行残高 11,200百万円

  
コミットメントラインの総額 

8,000百万円

借入実行残高 －

借入未実行残高 8,000百万円

コミットメントラインの総額 

8,000百万円

借入実行残高 －

借入未実行残高 8,000百万円

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 
  

仕入割引 204百万円
  

仕入割引 159百万円 仕入割引 375百万円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 
  

  

支払利息 110百万円

債権売却損 121百万円

為替差損 96百万円

  

  

支払利息 97百万円

債権売却損 79百万円

      

支払利息 200百万円

債権売却損 223百万円

為替差損 65百万円

３．減価償却実施額 ３．減価償却実施額 ３．減価償却実施額 
  

有形固定資産 2百万円

無形固定資産 1百万円

  
有形固定資産 3百万円

無形固定資産 1百万円

有形固定資産 6百万円

無形固定資産 2百万円



（リース取引関係） 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額相

当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

  

  

取得価
額相当
額 
  
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
  
(百万円)

有形固定資産 73 65 7

無形固定資産 40 5 34

合計 113 70 42

  

  

取得価
額相当
額 
  
(百万円)

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
  
(百万円)

有形固定資産 11 1 9

無形固定資産 138 24 113

合計 149 26 122

取得価
額相当
額 
  
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

期末残
高相当
額 
  
(百万円)

有形固定資産 14 3 10

無形固定資産 138 10 127

合計 152 14 137

(2)未経過リース料中間期末残高相当額 (2)未経過リース料中間期末残高相当額等 (2)未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 13百万円

１年超 29百万円

合計 43百万円

  
１年内 29百万円

１年超 94百万円

合計 123百万円

１年内 29百万円

１年超 108百万円

合計 138百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及

び支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払利

息相当額及び減損損失 

(3)支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

  
支払リース料 12百万円

減価償却費相当額 11百万円

支払利息相当額 0百万円

  
支払リース料 17百万円

減価償却費相当額 17百万円

支払利息相当額 1百万円

支払リース料 21百万円

減価償却費相当額 20百万円

支払利息相当額 0百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同  左 

  

同  左 

  

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

同  左 

  

同  左 

  

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 
  

１年内 1百万円

１年超 5百万円

合計 7百万円

  
１年内 2百万円

１年超 6百万円

合計 8百万円

１年内 2百万円

１年超 7百万円

合計 9百万円



（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあ

りません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

  

１株当たり純資産額 1,264円39銭

１株当たり中間純利益金額 143円37銭

 

１株当たり純資産額 1,489円14銭

１株当たり中間純利益金額 104円72銭

１株当たり純資産額 1,406円19銭 

１株当たり当期純利益金額 238円09銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間

純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

同  左 

  

なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 874 712 1,524 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 14 

(うち利益処分による役員賞与金 
（百万円）) 

(－) (－) (14) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万

円） 
874 712 1,510 

普通株式の期中平均株式数（千株） 6,102 6,802 6,343 



（重要な後発事象） 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

一般募集による新株の発行 ────── ────── 

平成16年11月９日開催の取締役会の決

議に基づき下記のとおり一般募集による

新株式を発行しております。なお、平成

16年11月26日に払込が完了し、この結

果、資本金は2,054百万円、発行済株式総

数は6,802,000株となっております。 

    

① 募集方法     

一般募集     

② 発行する株式の種類及び数     

普通株式 700,000株     

③ 発行価額     

１株につき1,734.58円     

④ 発行価額の総額     

1,214百万円     

⑤ 資本組入額     

１株につき868円     

⑥ 資本組入額の総額     

607百万円     

⑦ 発行価格     

１株につき1,819円     

⑧ 発行価格の総額     

1,273百万円     

⑨ 配当起算日     

平成16年10月１日     

⑩ 資本の使途     

全額運転資金     

（注）発行価額と発行価格の差額が引受

人の手取金となり、当社は引受人

に対して引受手数料を支払いませ

ん。 

    



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第14期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月24日関東財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１６年１２月１７日 

株式会社トーメンデバイス       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指 定 社 員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 川上 豊 

  
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 川島 繁雄 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社トーメンデバイスの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社トーメンデバイス及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１７年１２月１６日 

株式会社トーメンデバイス       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指 定 社 員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 川上 豊 

  
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 川島 繁雄 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社トーメンデバイスの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、

中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に

必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対

する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成

基準に準拠して、株式会社トーメンデバイス及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をも

って終了する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・

フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１６年１２月１７日 

株式会社トーメンデバイス       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指 定 社 員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 川上 豊 

  
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 川島 繁雄 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社トーメンデバイスの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第１４期事業年度の中間会計期間

（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社トーメンデバイスの平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  独立監査人の中間監査報告書  

      平成１７年１２月１６日 

株式会社トーメンデバイス       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指 定 社 員 

業務執行社員 

  
  
公認会計士 川上 豊 

  
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士 川島 繁雄 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社トーメンデバイスの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１５期事業年度の中間会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損

益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、株式会社トーメンデバイスの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書

提出会社）が別途保管しております。 
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